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· 事例
Xは、「自衛隊解体」を掲げて反戦平和を主要な課題とするY団体のメンバーの１人である。この団体は、常日頃、自衛隊式典の際にデモや示威行動を行ったり、ビラ配布などの情報宣伝活動を行っている。
この度、Xは自衛隊員及びその家族が居住する宿舎に立ち入り、「自衛隊のイラク派兵反対！」などと記載したビラを各室玄関ドア新聞受けに投函した。
　この宿舎は、国家公務員宿舎法に基づき自衛隊員が管理者に定められている。当該管理者Aは先のビラ投函行為を受けて、今後のビラ投函を防止する目的で「関係者以外の立ち入り、ビラ貼り・配りなどの宣伝活動を禁ず」といった内容の貼り紙を数箇所に貼った。また、地元の警察署に被害届を出した上、反自衛隊的内容のビラを投函しているものを見かけたら、直ちに警察及び自衛隊駐屯地に連絡するように、という内容の宿舎便りを各住人に配布した。
　１回目のビラ投函行為から１ヶ月ほど経った頃、Xは再び同宿舎にビラ投函を目的として立ち入ったところ、住人である自衛隊員に行き会い、ビラを撒かないようになどと注意され既に投函したビラの回収を求められた。XはY団体のビラ以外にもピザ屋のチラシ等が投函されている事実を指摘したが、「イラクへの自衛隊派遣反対とか言ってるようなビラはだめなんだ」と再び回収を求められ、ビラを回収して宿舎を後にした。
　管理者Aは再び警察に被害届を出し、貼り紙の数を増やすなどの対策を講じた。一方Xは、居住者から注意を受けたこと、関係者以外の立ち入りを禁じる貼り紙があったことを考慮し、今後のビラ投函をどうするかにつき検討した。が、本当にビラ投函の打ち切りを求めているなら、居住人または管理人が、ビラに明記されているY団体の連絡先に抗議の連絡をしてくるだろう、と思いそれまではとりあえずビラ投函を続けることとした。
　約１ヵ月後、Xは再び同宿舎にビラ投函のため立ち入ったところ、刑法130条の罪で逮捕され、有罪判決を受けた。
　なお、Xは同宿舎に入るにつき居住人または管理人の承諾を得ていないが、すべての居住者がXのビラまきを目的とした立ち入り行為に反対していたわけではない。また、管理者Aが禁止事項の貼り紙を貼った後も、宗教勧誘を目的とする部外者が居室玄関ドア前まで来て居住者に面会を求めたこともあった。
参考：　禁止事項貼り紙
「宿舎地域内の禁止事項
　一　関係者以外、地域内に入ること
　一　ビラ貼り・配り等の宣伝活動
　一　露天（土地の占有）等による物品販売及び押し売り
　一　車両の駐車
　一　その他、人に迷惑をかける行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者」
＜参考資料＞
· 本件にかかわる刑法的知識の説明
刑法１３０条　住居侵入等
　正当な理由がないのに、人の住居若しくは人の看守する邸宅、建物若しくは艦船に侵入し、又は要求を受けたのにもかかわらずこれらの場所から退去しなかった者は、３年以下の懲役又は１０万円以下の罰金に処する。
★保護法益
　住居侵入罪の保護法益は①住居権説、②平穏説、③新住居権説の三つがある。それぞれ以下のような考えである。
　①住居権説
　住居権＝住居に対する事実上の支配・管理権（誰を立ち入らせるかの自由）
　　戦前の考え方であり、住居侵入罪を住居権者の意思に反する立ち入りととらえていたが、その住居権の主体を家父長ととらえていた。たとえば、家父長である夫の出征中にその妻が引き入れた間男に対して住居侵入罪が成立した判例がある。
　②平穏説　
　　保護法益を事実上の住居の平穏ととらえる考え方。この説では住居権者の意思・同意の有無を問題とすることがないので、たとえば店主が客だと思って中に入れた強盗について、住居侵入罪が認められることとなる。
　③新住居権説
　　住居権説と同様に、住居侵入罪を個人の意思に反した立ち入りととらえているが、その住居権の主体を家父長ではなく、住居にすむ個々の人ととらえる考え方である。
★住居と人の看守する邸宅
　・「住居」とは、人の起臥寝食に使用される場所である。
・「人の看守する」とは事実上の管理支配を意味する。（実際に人が見張っている必要はない
・「邸宅」とは、人の住居の用に供せられる家屋に付属し、主として居住者の利用に供せられるべき区画された場所である。
※集合住宅の通路や踊り場が「住居」であるか、「人の管理する邸宅」であるかということが議論になった。
★住居侵入罪における「侵入」と邸宅侵入罪における「侵入」
　・住居侵入罪における「侵入」とは、居住者及び管理者の意思に反する立ち入りのことである。
　・邸宅侵入罪における「侵入」とは、管理権者の意思の反する立ち入りのことである。
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· 国家公務員宿舎法
（目的） 

第1条 　この法律は、国が国家公務員等に貸与する宿舎の設置並びに維持及び管理に関する基本的事項を定めてその適正化を図ることにより、国家公務員等の職務の能率的な遂行を確保し、もつて国等の事務及び事業の円滑な運営に資することを目的とする。 

（被貸与者に対する監督）
第13条の3　宿舎の維持及び管理を行う各省各庁の長（以下「維持管理機関」という。）は、被貸与者（宿舎の貸与を受けた者及び第18条第１項の規定の適用を受ける同居者（以下「同居者」という。）をいう。以下同じ。）がこの法律に定める義務を守つているかどうかを監督し、常に宿舎の維持及び管理の適正を図らなければならない。
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